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１．はじめに 
鉄道に関する土砂災害には、線路近傍の斜面崩

壊や落石等による被害のほか、流域内で発生した

崩壊土砂が流動化し、線路に到達する事例が多く

見られる。線路近傍の斜面や落石は、継続的な点

検で危険性を把握し、それに基づき対策が実施さ

れている場合が多い。一方、流動化した崩壊土砂

による災害は、発生源が線路から離れた管理地外

であることが多い。この場合、構造物による対策

の実施が難しいため、運転規制等のソフト対策で

安全を確保している。 
林ら（2022）は、土石流による運転規制のため

の基準設定に関する研究を行った。崩壊に起因す

る土石流を対象に、流域内の崩壊面積率を指標と

する基準を設定し、無限長斜面の安定解析による

崩壊面積率が基準値を超過した場合に土石流が発

生するとした評価手法を提案した。 
崩土が流動化し線路に到達するか、流域内で停

止し線路まで到達しないかは、崩壊が発生したタ

イミングにおける渓流の流量に依存すると考えら

れるが、林の手法では、崩壊発生時の渓流におけ

る流量は評価に反映されていない。 
そこで、地表面流量を考慮した浸透流解析と安

定解析を同時に行うモデルを用いて、鉄道周辺の

渓流内で近年発生した崩壊事例の再現計算を実施

し、崩壊の発生タイミングとその時刻における地

表面流量から、崩壊土砂の流動化の有無に関する

考察を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

２．対象箇所 
解析の対象は、鉄道周辺の渓流内で崩壊が発生し、

崩土が流動化し線路に到達した事例と、流域内で

土砂が停止した事例の 2 事例とした。 
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３．解析方法 
(1) 解析モデル 

解析には、布川ら（2008）によるモデルを使用し

た。平面 2 次元の浸透流解析と無限長斜面の安定

解析を同時に計算するモデルで、地下水位と飽和

度の関係を関数で与えることで鉛直方向の不飽和

浸透過程を単純化するとともに、沢を考慮した地

表面流の計算も同時に行うため、短時間で安全率、

地下水位、地表面流量が時系列で算出される。 
 

(2) 解析条件 

与えた降雨データは、前処理を災害発生前 4 か

月、計算結果を出力する本解析を災害発生時 3 日

間の時間雨量とした。地形データは、1m メッシュ

の航空レーザ測量成果を 5m にリサイズしたもの

を用いた。接峰面処理で崩壊前地形を推定すると

ともに、崩壊跡地における接峰面と現地形との差

から崩壊深を推定し、その平均値を用いて土層厚

を推定した。土質定数は一般的な値を用い、感度分

析で崩壊範囲が実績と類似するケースの粘着力を

用いることとした。 図１ 流動化した土砂が線路に到達した事例 

図２ 対象箇所の位置と地形 
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(2) 流動化の考察方法 

再現計算の結果から、芦田ら（1978）による土石

流発生勾配区間の上流端に位置する地点（図２ A
地点）のハイドログラフを作成し、崩壊範囲の面積

に相当するメッシュで安全率が 1.0 を下回る時刻

の地表面流量と崩壊土砂量との関係で、崩壊土砂

の流動化を考察した。 
 
４．解析結果と考察 
対象箇所の安全率と地表面流量の時系列変化を

みると、崩壊土砂が流動化した事例１では、崩壊

箇所およびその周辺の安全率が 1.0 を下回る時刻

と地表面流量が最大程度となる時刻が概ね同時刻

であった。それに対し、崩壊土砂が流域内で堆積

した事例２では、安全率が 1.0 下回ってから 8 時

間程度経過した後に地表面流量が増加していた。 
事例１は崩壊面積が 290m2と比較的小さく、

崩壊時における渓流内の地表面流量が大きかっ

た。崩壊土砂量に対する渓流内の水量が多かった

ことに起因して流動化が発生し、線路に到達した

と推察される。一方、事例２は崩壊面積が

1,390m2と大きく、崩壊発生時の渓流内の水量が

崩壊土砂量に対して小さかったため渓床内に堆積

した。その後流量は増加したが、勾配が小さい渓

床に一度堆積した崩壊土砂の多くは流動化せず、

流域内に残存したため、線路に到達しなかったと

推察される。 
 

５．おわりに 
地表面流量を考慮した浸透流解析と安定解析を

同時に実施するモデルで再現計算を行った結果、

崩壊発生時刻における崩壊土砂量に対する地表面

流量の違いが崩壊土砂の流動化に影響している可

能性が示唆された。今後、解析事例を増やすとと

ともに、流動化の指標に崩壊土砂量を定量的に考

慮することが課題である。 
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 図３ 浸透流解析と安定解析結果（左：JR西日本管内事例１、右：JR西日本管内事例２） 
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